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諮問庁：外務大臣 

諮問日：平成２９年１０月３１日（平成２９年（行情）諮問第４２８号） 

答申日：平成３０年６月２１日（平成３０年度（行情）答申第１３４号） 

事件名：行政文書ファイル「精神障害者人権問題／精神衛生法（国際法律家委

員会，障害者インターナショナル調査団訪日）」に含まれる文書の

一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「『精神障害者人権問題／精神衛生法（国際法律家委員会，障害者イン

ターナショナル調査団訪日）』という行政文書ファイルの文書一切。」

（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，別紙１の２に掲げ

る６３文書（以下「本件対象文書」という。）を特定し，その一部を不開

示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年９月７日付け情報公開第０

０８６６号により外務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が

行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを

求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

ア 請求対象文書を特定した上で，全て開示するとの決定を求める。 

イ 不開示部分は，いずれも，法５条１号，３号，５号及び６号にも全

て該当しない。たとえ，該当したにせよ開示を定めたただし書全てに

該当する。 

ウ また，公益上の理由による裁量的開示をすることを求める。不開示

部分は，いずれも法７条に該当する。 

 （２）意見書 

総番号，発受信時刻，パターンコード，配布先一覧は，文書の取得・

作成日からして，いずれも，相当程度，過去のものであり，現在も同様

の電信システムが採用されているとは考えにくい上に，いずれの情報も，

現在の情報システムをかいくぐることに資する情報とは言えず，行政が

どういう文書番号を付け，いつ発信・受信し，どのようなコードを付け，

どこに配布したかという情報が明らかになるだけである。特に，総番号，
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発受信時刻は，これら情報から行政の対応の遅れが指摘されるのを防ぐ

ため，配布先一覧は，適切な配布先に配布せず，または不適切な配布先

に配布したことなどを指摘されるのを防ぐために不開示とされたおそれ

まであるのである。いずれにせよ，これら情報が，秘密保全，外交事務

全般に支障を及ぼしたり，国の安全が害されたり，交渉上不利益を被っ

たりするおそれは認められない。したがって，法５条３号にも６号にも

ともに該当せず，特定事件を受けた精神保健福祉法の制定過程という性

質に鑑みると，ただし書及び７条に該当するため，開示すべきである，  

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

外務省は，平成２９年５月１７日付けで受理した審査請求人からの開示

請求「『精神障害者人権問題／精神衛生法（国際法律家委員会，障害者イ

ンターナショナル調査団訪日）』という行政文書ファイルの文書一切。」

に対し，法１１条による特例延長を行い，相当の部分として１文書（以下

「先行開示文書」という。）を特定し，開示とする決定を行った（平成２

９年７月１８日付け情報公開第００６１６号。以下「先行開示決定」とい

う。）後，対象６３文書を特定し，５４文書を開示，９文書を部分開示と

する原処分を行った（平成２９年９月７日付け情報公開第００８６６号）。 

これに対し，審査請求人は，平成２９年１０月１０日付けで，原処分を

取り消し，全ての対象文書の開示を求める旨の審査請求を行った。 

 ２ 本件対象文書について 

本件審査請求の対象となる文書は，原処分に係る別紙の６３文書である。 

３ 不開示とした部分について 

（１）文書３，文書７，文書１０，文書１５，文書２２，文書２５及び２６

（総番号，発受信時刻，パターンコード，配布先一覧）については，現

在外務省が使用している電信システムの内部の処理・管理に係る情報で

あり，公にすることにより，電信システムの暗号化方式の秘密保全に支

障が生じ，国の安全が害されるおそれ，交渉上不利益を被るおそれ，及

び外交事務全般の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条

３号及び６号に該当し，不開示とした。 

（２）文書５１については，我が国政府部内の意思形成過程に関する情報で

あって，公にすることにより，政府部内の率直な意見交換が損なわれる

おそれがある，又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼ

すおそれがあるため，法５条５号に該当し，不開示とした。 

（３）文書５４については，個人に関する情報であって，特定の個人を識別

することができるものであるため，法５条１号に該当し，不開示とした。 

４ 審査請求人の主張について 
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（１）審査請求人は，原処分に対し，不開示部分は法５条１号，３号，５号，

６号のいずれにも該当せず，該当したにせよ，開示を定めたただし書全

てに該当する旨とともに，不開示部分は法７条に該当する旨主張するが，

外務省は，上記３のとおり法５条各号に照らして適切に不開示箇所を判

断している。 

（２）なお，今回の対象文書のうち，文書５１及び５４については，過去に

も別件開示請求の対象文書として特定（いずれも一部開示決定）され，

かつ，審査請求の対象となった前例があるが，その際には，両文書とも

に原決定妥当との答申が交付されている（平成２９年３月２２日付け平

成２８年度（行情）答申第８１０号。以下「先例答申」という。）。 

５ 結論 

上記の論拠に基づき，外務省としては，原処分を維持することが妥当で

あると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年１０月３１日 諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１１月１４日    審議 

   ④ 同月２０日       審査請求人から意見書を収受 

   ⑤ 平成３０年５月２８日  本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年６月１９日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

処分庁は，審査請求人が平成２９年５月１７日付けで行った「『精神障

害者人権問題／精神衛生法（国際法律家委員会，障害者インターナショナ

ル調査団訪日）』という行政文書ファイルの文書一切。」との開示請求に

対し，本件開示請求に該当する文書として別紙１の１に掲げる１文書（先

行開示文書）を特定し，開示する先行開示決定を行い，その後，別紙１の

２に掲げる６３文書を特定し，うち５４文書を開示し，その余の９文書を

一部開示とする原処分を行った。本件対象文書は原処分の別紙１の２に掲

げる６３文書である。 

審査請求人は不開示部分の開示及び文書の再特定を求めており，諮問庁

は本件対象文書を特定し，その一部が法５条１号，３号，５号及び６号に

該当するとして不開示とした原処分を妥当としていることから，以下，本

件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥当性及び不開示

情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確
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認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

ア 本件開示請求を受けて，行政文書ファイル「精神障害者人権問題／

精神衛生法（国際法律家委員会，障害者インターナショナル調査団訪

日）」につづられている全ての文書である６４文書を特定した。 

イ 本件審査請求を受け，改めて当該行政文書ファイルを確認したが，

先行開示文書及び本件対象文書以外に文書はつづられておらず，これ

らの文書の外に本件請求文書に該当する文書は見つからなかった。 

（２）諮問庁から先行開示文書及び本件対象文書の提示を受けて確認したと

ころ，その内容は諮問庁の上記説明（１）のとおりであり，先行開示文

書及び本件対象文書以外に本件請求文書に該当する文書の存在は確認で

きなかった旨の諮問庁の上記説明が不自然，不合理とはいえず，他に本

件請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる事情も認められないこ

とから，外務省において，先行開示文書及び本件対象文書以外に本件請

求文書に該当する文書を保有しているとは認められない。 

 ３ 不開示情報該当性について 

（１）外務省の電信システムに関する情報について 

文書３，文書７，文書１０，文書１５，文書２２，文書２５及び文書

２６の不開示部分には，外務省が使用している電信システムの内部の処

理・管理に係る情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，電信システムの暗号化方式

の秘密保全に支障が生じ，国の安全が害されるおそれ及び他国との交渉

上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の

理由があると認められるので，法５条３号に該当し，同条６号について

判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（２）政府部内の協議内容並びに個人の自宅の住所及び電話番号に関する情

報について 

文書５１（２枚目ないし４枚目）は先例答申の文書９３（２枚目ない

し４枚目）と，文書５４は先例答申の文書８３と，それぞれ同一である

ことが認められる。 

本件諮問に伴い，当審査会で改めて審議したところ，先例答申の判断

を変更すべき事情の変化は認められず，これと同一の判断に至った。そ

の判断の理由は別紙２のとおりであり，その内容は，先例答申と同旨で

ある。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定
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し，その一部を法５条１号，３号，５号及び６号に該当するとして不開示

とした決定については，外務省において，先行開示文書及び本件対象文書

の外に開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められ

ないので，本件対象文書を特定したことは妥当であり，不開示とされた部

分は，同条１号，３号及び５号に該当すると認められるので，同条６号に

ついて判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 

 

１ 先行開示決定 

文書１  ８５年７月３１日付ＩＣＪの新聞発表提出文書（精神医療調査団結

論および勧告）に関する厚生省の意見 

 

２ 原処分 

文書２  第２次精神医療制度調査団の訪日に関する厚生省方針（昭和６３年

１月２１日） 

文書３  第２次精しんいりょう制度調査団の訪日（第１７９号） 

文書４  精神衛生法改正問題（精神衛生部会中間メモ送付）（公信第３９

号） 

文書５  国際法律家委員会（ＩＣＪ）マクダーモット事務局長の外務大臣表

敬依頼（昭和６１年１月１２日） 

文書６  国際法律家委員会（ＩＣＪ）マクダモット事務局長の厚生大臣表敬

（昭和６２年２月２日） 

文書７  マクダーモットＩＣＪ事務局長の本大臣表敬（わが国の精神医療行

政）（第２３８号） 

文書８  ＩＣＪ（国際法律家委員会）マクダーモット事務局長の倉成大臣表

敬用資料（昭和６２年１月２６日） 

文書９  マクダモットＩＣＪ事務局長訪日日程（厚生省より聴取） 

文書１０ 精しん衛生法改正問題（国際法律家協会テレックス）（第７６号） 

文書１１ 日本における精神病問題（ＩＣＪに関する情報）（昭和６１年７月

２２日） 

文書１２ 情報の提供について（依頼）（昭和６１年２月２１日） 

文書１３ 精神病院入院患者の人権問題（訪日調査団）（昭和６１年４月２８

日） 

文書１４ 公信転報：精神病院入院患者の人権問題（訪日調査団）（昭和６１

年４月２８日） 

文書１５ 精神衛生制度調査団報告書（公信第１６０５号），ほか 

文書１６ せいしんいりょう調査団（結論及び勧告）（第２１６６号），ほか 

文書１７ ＩＣＪ訪日調査団の「結論及び勧告」（要旨） 

文書１８ マクダーモットＩＣＪ事務局長発安倍外務大臣宛書簡（１９８４年

１２月２４日） 

文書１９ 精神病院問題（報道）（ＦＡＸ信），ほか 

文書２０ 精しんびょう院入院かん者の人権問題（第１４１６号），ほか 

文書２１ 精神病院入院患者の人権問題（報道）（ＦＡＸ信），ほか 

文書２２ 精しん病院入院かん者の人権問題（第５０９号），ほか 
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文書２３ 精神病院入院患者の人権（通信・面会に関するガイドライン）（公

信第４８５１号） 

文書２４ 精神病院入院患者の人権問題（公信第２９号） 

文書２５ 精神衛生制度調査団報告書（報道振り，対外応答要領）（ＦＡＸ

信） 

文書２６ 日本の精神衛生（報道）（公信第４８９号），ほか 

文書２７ ＩＣＪ「結論及び勧告」に対する厚生省コメント未定稿 

文書２８ 精神病院入院患者の人権問題（対外応答要領）（ＦＡＸ信） 

文書２９ 第４１回人権委員会用想定問答（修正版）（精神患者の人権）（６

０．２．１４ ），ほか 

文書３０ 宇都宮病院事件以降の動き，ほか 

文書３１ 国会想定問答，ほか 

文書３２ 学会だより（精神経誌（１９８４）８６巻１０号） 

文書３３ 第３８回差別小委（資料送付）（公信第２２４号） 

文書３４ ＩＣＪ報告に対する政府見解 

文書３５ 精しんいりょう調査団（結論及び勧告）（第２２４５号），ほか 

文書３６ U.S. Supreme Court Reports (Decided June 18，1982) 

文書３７ 精神病院入院患者の人権（米国判事の訪日）（第１７７８号），ほ

か 

文書３８ 精しんいりょう調査団（第２２３３号），ほか 

文書３９ ＷＨＯ顧問クラーク博士の勧告（１９６８年）の実施状況 

文書４０ ＷＨＯ顧問クラーク博士の勧告（30 May 1968） 

文書４１ 精神医療調査団（結論及び勧告）（第１５６５号），ほか 

文書４２ ＩＣＪ調査団との懇談について（６０．５．２９），ほか 

文書４３ 第 1 回人権問題勉強会（メモ）（５９．１１．２） 

文書４４ 精神障害者の人権（昭和６０年６月３日） 

文書４５ 報道（４月２０日付），ほか 

文書４６ 対外応答要領（精神医療調査団の調査報告）（昭和６０年８月１

日） 

文書４７ ＤＰＩ及びＩＣＪ調査団の来日について（６０．５．２９） 

文書４８ ＩＣＪ調査団の法務省往訪について（昭和６０年５月１４日） 

文書４９ 精神病院調査団の訪日（資料送付）（公信第１９５６号） 

文書５０ ４月１６日付ＤＰＩ（身体障害者インターナショナル）人権委員会

議長 Donald 氏発厚生大臣宛電報（要旨）（４月１８日） 

文書５１ 精神病患者の人権調査団訪日（厚生省保健医療局長との懇談）（昭

和６０年４月１９日） 

文書５２ 精神医療調査団の訪日（ＤＰＩ人権委員長の国連局長表敬）（昭和

６０年４月２３日） 
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文書５３ 国連医療調査団の国連局長表敬（公信第２４２１号） 

文書５４ 精神医療調査団の国連局長表敬（昭和６０年５月１７日） 

文書５５ Intervention by the International Commission of Jurists on 

the International Commission of Health Professional for 

Health and Human Rights 

文書５６ Constitution of the International Commission of Health 

Professionals for Health and Human Rights 

文書５７ ＩＣＪ調査団滞日日程（５月５日～１８日） 

文書５８ ＤＰＩ議長の講演原稿 

文書５９ 趣意書 

文書６０ 国際法律家委員会による精神病患者の人権調査団受入要請について

（回答）（昭和６０年１月２２日），ほか 

文書６１ 精しん病院入院かん者の人権問題（第１２７０号），ほか 

文書６２ 国際法律家委員会による精神病患者の人権調査団受入要請について

（公信第５９号日） 

文書６３ 対外応答要領（精神医療実情調査団の来日）（昭和６０年２月２５

日） 

文書６４ 精しん病院入院かん者の人権（第５６６号），ほか 
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別紙２ 

 

１ 個人の自宅の住所及び電話番号について 

文書５４の不開示部分には，ＩＣＪの訪日調査団に同行した特定弁護士

の自宅住所及び電話番号が記載されている。 

当該部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定の

個人を識別できるものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する事情

も認められず，さらに，個人識別部分に該当すると認められることから，

法６条２項の適用の余地はなく，同号に該当し，不開示とすることが妥当

である。 

２ 政府部内の協議内容について 

文書５１（２枚目ないし４枚目）の不開示部分には，外務省と厚生省

（当時）の関係者がＮＧＯの訪日調査団への対応等について率直な意見交

換を行った内容が記載されている。当該部分は，公にすることにより，今

後の自由闊達な議論に支障を来すなど，政府部内の率直な意見の交換が不

当に損なわれるおそれがあると認められるので，法５条５号に該当し，不

開示とすることが妥当である。 


